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◇一般職の職員の給与に関する条例及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例
第39号）
１　一般職の職員の給与に関する条例（昭和28年秋田県条例第22号）の一部改正（第１条による改正）
　　平成25年７月１日から平成26年３月31日までの間、職員（任期を定めて採用された職員（再任用職員のうち、管理
又は監督の地位にある職員であって任命権者が別に定めるものを除く。）を除く。）の給料月額を次のとおり減額す
ることとした。（附則第７項関係）

２　一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成14年秋田県条例第69号）の一部改正（第２条による改正）
　　平成25年７月１日から平成26年３月31日までの間、特定任期付職員のうち本庁の課長以上の職及びこれらの職に相
当する職を占める職員の給料月額について、100分の9.77に相当する額を減額することとした。（附則第４項関係）
３　施行期日等
　⑴　この条例は、公布の日から施行することとした。
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。
　⑶　職員の退職手当に関する条例（昭和28年秋田県条例第80号）及び職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和63年秋
　田県条例第３号）について所要の規定の整備を行うこととした。

◇秋田県県税条例の一部を改正する条例（秋田県条例第40号）
１　県民税
　⑴　公益法人等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得等の非課税の承認が取り消された場合における当該譲渡所得

この号で公布された条例のあらまし

平成25年６月28日

号外第１号

毎週火・金曜日発行

職員の区分

本庁の課長以上の職及びこれらの職に相当する職を占める職員

上記及び下記以外の職員

主事及び技師の職並びにこれらの職に相当する職を占める職員

減額する割合

9.77／100

7.77／100

4.77／100

◇ ◇
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　等に係る個人の県民税の所得割の課税について、対象となる公益法人等とみなされる法人に、一定の要件を満たし
　た法人を加えることとした。（附則第１条の３関係）
　⑵　個人の県民税の住宅借入金等特別税額控除について、次の措置を講ずることとした。（附則第４条の２の２関係）
　　①　適用期限を、居住年が平成29年であるものまで４年間延長することとした。
　　②　所得割の納税義務者が住宅の取得等をして平成26年４月から平成29年12月までの間に居住の用に供し、かつ、
　　当該住宅の取得等に係る対価の額又は費用の額に含まれる消費税額等が新税率により課されるべき消費税額及び
　　当該消費税額を課税標準として課されるべき地方消費税額の合計額相当額である場合、個人の県民税の住宅借入
　　金等特別税額控除の控除限度額については、所得税の課税総所得金額等の合計額の2.8％に相当する金額（当該
　　金額が54,600円を超える場合には、54,600円）とすることとした。
　⑶　東日本大震災によりその有していた居住用家屋が滅失等をして居住の用に供することができなくなった者の相続
　人（当該家屋に居住していた者に限る。）が当該家屋の敷地の用に供されていた土地等を譲渡した場合には、当該
　相続人は、当該家屋を被相続人がその取得をした日から所有していたものとみなして、居住用財産を譲渡した場合
　の長期譲渡所得の課税の特例等の適用を受けることができることとした。（附則第27条の２関係）
　⑷　東日本大震災によりその有していた自己の居住用家屋が滅失等をして居住の用に供することができなくなった納
　税義務者が住宅の再取得又は増改築等をして平成26年４月から平成29年12月までの間に居住の用に供した場合、個
　人の県民税の住宅借入金等特別税額控除の控除限度額については、所得税の課税総所得金額等の合計額の2.8％に
　相当する金額（当該金額が54,600円を超える場合には、54,600円）とすることとした。（附則第28条関係）
　⑸　特定公社債及び公募公社債投資信託等の受益権に対する課税について、次の措置を講ずることとした。
　　①　平成28年１月１日以後に納税義務者が支払を受けるべき特定公社債等の利子等について、利子割の課税対象か
　　ら除外した上、配当割の課税対象とすることとした。（第47条の12関係）
　　②　平成28年１月１日以後に納税義務者が支払を受けるべき一定の特定公社債等の利子等について納税義務者が申
　　告した場合には、所得割の課税対象とし、２％の税率による分離課税とすることとした。（附則第７条関係）
　⑹　上場株式等の譲渡損失及び配当所得の損益通算の特例の対象に、特定公社債等の利子所得等及び譲渡所得等を加
　え、これらの所得間並びに上場株式等の配当所得（申告分離課税を選択したものに限る。）及び譲渡所得等との損
　益通算を可能とすることとした。（附則第12条の２の６関係）
　⑺　平成29年度以後の各年度分の個人の県民税について、前年前３年内の各年に生じた特定公社債等の譲渡損失の金
　額（前年前において控除されたものを除く。）は、特定公社債等の利子所得等及び譲渡所得等並びに上場株式等の
　配当所得（申告分離課税を選択したものに限る。）及び譲渡所得等からの繰越控除を可能とすることとした。（附
　則第12条の２の６関係）
　⑻　平成28年１月１日以後の一般公社債等の譲渡に係る譲渡所得等については、所得割の課税対象とし、２％の税率
　による分離課税とすることとした。ただし、同族会社が発行した社債の償還金でその同族会社の判定の基礎となっ
　た株主等が支払を受けるものは、総合課税の対象とすることとした。（附則第12条の２関係）
　⑼　株式等に係る譲渡所得等の分離課税について、上場株式等に係る譲渡所得等と非上場株式等に係る譲渡所得等を
　別々の分離課税制度とした上で、特定公社債等及び上場株式等に係る譲渡所得等の分離課税並びに一般公社債等及
　び非上場株式等に係る譲渡所得等の分離課税に改組することとした。（附則第12条の２及び附則第12条の２の２関
　係）
　⑽　平成28年１月１日以後に支払を受けるべき利子等に係る利子割の納税義務者について、利子等の支払を受ける法
　人を除外し、利子等の支払を受ける個人に限定することとした。（第30条関係）
２　地方消費税
　　税率を次のとおり引き上げることとした。（第62条の４関係）
　⑴　平成26年４月１日から63分の17（消費税率換算1.7％）
　⑵　平成27年10月１日から78分の22（消費税率換算2.2％）
３　自動車税
　⑴　代替路線を運行するバスに対する減免について、その対象に一般乗合用バスを加えることとした。（第136条の
　２関係）
　⑵　引用している地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号）について、該当する条項を加えることとした。（附
　則第18条の６関係）
４　その他所要の規定の整備を行うこととした。
５　施行期日等
　⑴　この条例は、次を除き、公布の日から施行することとした。
　　①　１⑴及び⑶並びに４の一部　平成26年１月１日
　　②　２⑴　平成26年４月１日
　　③　１⑵及び⑷並びに４の一部　平成27年１月１日
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　　④　２⑵　平成27年10月１日
　　⑤　１⑸①及び⑽並びに４の一部　平成28年１月１日
　　⑥　１⑸②、⑹、⑺、⑻及び⑼、４の一部並びに５⑶　平成29年１月１日
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。
　⑶　秋田県県税条例の一部を改正する条例（平成20年秋田県条例第31号）について所要の規定の整備を行うこととし
　た。

◇秋田県社会福祉審議会条例の一部を改正する条例（秋田県条例第41号）
１　秋田県社会福祉審議会（以下「審議会」という。）を、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第77条第４
項の規定に基づき、同項に規定する合議制の機関として位置付けることとした。（第１条関係）
２　審議会の組織及び運営については、社会福祉法（昭和26年法律第45号）第８条から第11条まで及び第12条第２項
並びに社会福祉法施行令（昭和33年政令第185号）第２条及び第３条並びにこの条例に定めるところによることとし
た。（第３条関係）
３　審議会に設置する児童福祉専門分科会に、子ども・子育て支援法第77条第４項各号に掲げる事務について調査審議
するための部会を設けることとした。（第８条関係）
４　その他所要の規定の整備を行うこととした。
５　施行期日
　　この条例は、公布の日から施行することとした。
 
◇秋田県小規模介護施設整備等促進臨時対策基金条例の一部を改正する条例（秋田県条例第42号）
１　秋田県小規模介護施設整備等促進臨時対策基金の設置期限を平成26年３月31日（現行平成25年12月31日）に延長す
ることとした。（附則第２項関係）
２　施行期日
　　この条例は、公布の日から施行することとした。

◇秋田県リサイクル製品の認定及び利用の推進に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第43号）
１　「財団法人日本環境協会」を「公益財団法人日本環境協会」に改めることとした。（第６条関係）
２　施行期日
　　この条例は、公布の日から施行することとした。

◇秋田県海岸漂着物等臨時対策基金条例（秋田県条例第44号）
１　海岸における良好な景観及び環境の保全を図るため、海岸漂着物等（美しく豊かな自然を保護するための海岸にお
ける良好な景観及び環境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（平成21年法律第82号）第２条第２
項に規定する海岸漂着物等をいう。）の円滑な処理及び発生の抑制に係る臨時の事業に充てる資金として、秋田県海
岸漂着物等臨時対策基金（以下「基金」という。）を設置することとした。（第１条関係）
２　基金の積立て、現金の管理、運用益金の処理、現金の繰替運用、基金の処分及び知事への委任について定めること
とした。（第２条～第７条関係）
３　施行期日等
　⑴　この条例は、公布の日から施行することとした。
　⑵　この条例は、平成27年３月31日限り、その効力を失うこととした。

◇秋田県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第45号）
１　引用している動物取扱業を第一種動物取扱業に改めることとした。（第18条及び別表関係）
２　動物取扱業登録申請手数料の名称を第一種動物取扱業登録申請手数料に、動物取扱業登録更新申請手数料の名称を
第一種動物取扱業登録更新申請手数料に改めることとした。（別表関係）
３　その他所要の規定の整理を行うこととした。
４　施行期日
　　この条例は、動物の愛護及び管理に関する法律の一部を改正する法律（平成24年法律第79号）の施行の日（平成25
年９月１日）から施行することとした。

◇秋田県国営土地改良事業負担金徴収条例の一部を改正する条例（秋田県条例第46号）
１　受益者から負担金を徴収する事業に国営横手西部土地改良事業を加え、その負担金の総額を当該年度における事業
（末端支配面積（当該施設の利益を受ける土地の面積をいう。）が1,000ヘクタール未満の施設の整備に係る部分の

平成25年６月28日（金曜日）  　号外第1号秋　田　県　公　報　　　　　　　  2013年

◇ ◇
◇ ◇

◇ ◇
◇ ◇

◇ ◇
◇ ◇
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事業に限る。）に要した経費の総額に100分の3.67を乗じて得た額とすることとした。（第３条関係）
２　国営横手西部土地改良事業に係る負担金の徴収方法を次のとおりとすることとした。（第４条関係）           

３　その他所要の規定の整理を行うこととした。
４　施行期日
　　この条例は、公布の日から施行することとした。

◇秋田県林業開発基金条例の一部を改正する条例（秋田県条例第47号）
１　「財団法人秋田県林業公社」を「公益財団法人秋田県林業公社」に改めることとした。（第１条関係）
２　施行期日
　　この条例は、公布の日から施行することとした。

◇秋田県分譲地内の土地の減額譲渡等に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第48号）
１　県が所有する分譲地内の土地をその時価から減額した価額で譲渡することができる要件に、当該土地を婚姻の予約
をしている者又は婚姻後５年以内の者の居住の用に供する場合を加えることとした。（第２条関係）
２　その他所要の規定の整理を行うこととした。
３　施行期日
　　この条例は、公布の日から施行することとした。

◇秋田県営住宅条例の一部を改正する条例（秋田県条例第49号）
１　引用している福島復興再生特別措置法（平成24年法律第25号）の条項を改めることとした。（第７条関係）
２　施行期日
　　この条例は、公布の日から施行することとした。

◇市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第50号）
１　平成25年７月１日から平成26年３月31日までの間、職員（任期を定めて採用された職員を除く。）の給料月額を次
のとおり減額することとした。（附則第７項関係）

２　その他所要の規定の整理を行うこととした。
３　施行期日等
　⑴　この条例は、公布の日から施行することとした。
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。
　⑶　義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例（昭和46年秋田県条例第66号）について所
　要の規定の整備を行うこととした。

◇秋田県立高等学校設置条例の一部を改正する条例（秋田県条例第51号）
１　秋田県立高等学校設置条例（昭和39年秋田県条例第１号）の一部改正（第１条による改正）
　　秋田県立角館高等学校及び秋田県立角館南高等学校の名称及び位置に係る規定を削るとともに、新たに設置する高
　等学校の名称及び位置を次のとおりとすることとした。（別表関係）

◇ ◇
◇ ◇

◇ ◇
◇ ◇

◇ ◇

名称 位置

支　払　方　法

元利均等年賦支払

支　払　期　間

17年（据置期間を含む。）

利　　率

年５パーセント

職員の区分

期末手当及び勤勉手当の額の算定に当たって役職段階に応じた加算のある職員
（教育職給料表㈠又は教育職給料表㈡の適用を受ける職員でその職務の級が２
級であるものを除く。）

その他の職員

減額する割合

7.77／100

4.77／100
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２　秋田県立高等学校設置条例の一部改正（第２条による改正）
　　秋田県立角館高等学校の位置を仙北市角館町細越町37番地に改めることとした。（別表関係）
３　施行期日等
　⑴　この条例は、平成26年４月１日から施行することとした。ただし、２は、平成27年４月１日から施行することと
　した。
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇秋田県高等学校定時制課程及び通信制課程修学資金貸与条例等の一部を改正する条例（秋田県条例第52号）
１　次に掲げる条例について、「財団法人秋田県育英会」を「公益財団法人秋田県育英会」に改めることとした。
　⑴　秋田県高等学校定時制課程及び通信制課程修学資金貸与条例（昭和50年秋田県条例第14号）
　⑵　秋田県高等学校定時制課程及び通信制課程修学資金貸与条例の一部を改正する条例（平成 16 年秋田県条例第 38
　号）
２　施行期日
　　この条例は、公布の日から施行することとした。

秋田県立角館高等学校 仙北市角館町小館77番地２

◇ ◇
◇ ◇
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条　　　　　　　　例
　 次 に 掲 げ る 条 例 を こ こ に 公 布 す る 。　

　 一　 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 及 び 一 般 職 の 任 期 付 職 員 の 採 用 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 二　 秋 田 県 県 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 三　 秋 田 県 社 会 福 祉 審 議 会 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 四　 秋 田 県 小 規 模 介 護 施 設 整 備 等 促 進 臨 時 対 策 基 金 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 五　 秋 田 県 リ サ イ ク ル 製 品 の 認 定 及 び 利 用 の 推 進 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 六　 秋 田 県 海 岸 漂 着 物 等 臨 時 対 策 基 金 条 例

　 七　 秋 田 県 動 物 の 愛 護 及 び 管 理 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 八　 秋 田 県 国 営 土 地 改 良 事 業 負 担 金 徴 収 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 九　 秋 田 県 林 業 開 発 基 金 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 十　 秋 田 県 分 譲 地 内 の 土 地 の 減 額 譲 渡 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 十 一　 秋 田 県 営 住 宅 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 十 二　 市 町 村 立 学 校 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 十 三　 秋 田 県 立 高 等 学 校 設 置 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 十 四　 秋 田 県 高 等 学 校 定 時 制 課 程 及 び 通 信 制 課 程 修 学 資 金 貸 与 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 　 平 成 二 十 五 年 六 月 二 十 八 日

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 秋 田 県 知 事　 佐　 竹　 敬　 久
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